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〈研究ノート〉
四万十市西土佐地区における調査実習報告
―条件不利地域における住民主体の地域づくり―
桒　畑　恭　介＊
要  旨
　本稿は、都市部の商店街で賑わいづくりに関わってきた大学生に、条件不利
地域の地域づくりを学んでもらおうと四万十市西土佐地区で実施した調査実習
の報告である。西土佐地区においては、地域内循環の促進活動や外貨獲得のた
めの観光事業が内発的に始まり、各主体は地元の側を向いて活動していた。し
かしこれまで地元で消費されてきたものが新たに観光資源化したことにより一
部で問題も発生している。また、各活動において地域外の人材が活躍している
一方、核となっているのは地元の人材であった。こうした体制は、大学生の地
域活動への深い関わりが求められる中で、参考になるものであった。
キーワード：農村調査実習、学生参加、農山村観光、地方商店街、地域活性化
１　はじめに
　本稿は、都市部で地域活性化に向けた活動に取り組んでいる大学生の学びの
場として企画し、2018年２月20日から22日にかけて実施した、条件不利地域
における調査実習の報告である。
　調査に参加したのは、九州国際大学の地域づくりコース３回生を中心とした
学生たちである。彼らは大学の立地する北九州市八幡東区において、実際に
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地域活動に参加する、あるいは住民の方々とイベントを企画するといった「体
験」を通じた学びを行っている。特に、かつて八幡製鉄所の門前町として栄え
た中央区商店街をフィールドに、賑わいづくりを目的とした活性化活動に携
わってきた。中山間地域において同様の活動を行うには、普段活動している都
市部に比べて、担い手の確保や立地、交通インフラといったさまざまな面で制
約を受けることになる。本調査実習は、そのような条件の厳しい中山間地域の
生活や地域活性化の動きについて学び考える場を学生たちに提供することが目
的であり、活動拠点である八幡の地や自分たちの活動について、客観的な視点
で捉えることができるようになることを期待した取り組みであった。
　実習地として設定したのは、高知県四万十市西土佐地区である。北九州にお
ける学生の活動内容と関心を受けて、①西土佐地区の観光、地域イベント等の
概況、②地域おこし・観光に関わる団体の活動概況と発足経緯、③それら団体
間の連携体制、④地元住民とUIターン者との関わりなどについて聞き取りを
行うこととした。具体的調査先については、現地コーディネーターに相談の
上、「四万十市西土佐商工会」、「道の駅よって西土佐」、「四万十川西部漁業協
同組合（鮎市場）」、「四万十・カヌー館」とし、それぞれの代表者からお話をう
かがった。さらに、四万十市の「地域おこし協力隊（西土佐地区）」の方々との
交流機会を得られた。また、西土佐地区の農業や食に関わる諸団体によって定
期的に行われている「地産地消推進協議会」を見学した。
　本稿では、このアクティビティから得られた西土佐地区の地域活性化の取り
組みに関する情報・知見を示すとともに、調査実習の効果ならびに学生と地域
活動との関わりに対する気付きをまとめたい。
２　中山間地域における地域活性化
　調査実習の目的は、条件不利地域における「地域づくり」の事例を学ぶこと
にあるが、地域づくり、地域活性化、地域振興として扱われる地域活動は幅
四万十市西土佐地区における調査実習報告 ―条件不利地域における住民主体の地域づくり―（桒畑恭介）
― 145 ―
広い。そこでいう地域づくりや「活性化」の意味は、発展的展開を指向するも
のだけではなく、何もしなければ減退するような状況に対して現状を維持する
ための取り組みを指す場合もある。また内容も多岐にわたるが、活性化の土台
や原動力となるシビックプライドやソーシャル・キャピタルの醸成なども含
め、多くの場合は経済振興に結び付けることが目的となろう。また過疎高齢化
の進む中山間地域においては、経済振興に加えて互いに関連するところである
が移住・定住の促進を活動の最終的な目的と捉えることもできる。農林水産省
（2015）の「人口減少社会における農村整備の手引き」１においては、移住定住
対策、さらにその基礎となる産業形成、生活基盤の形成、そしてそれらを地域
の住民自身が考え支えていくための地域運営組織の育成と連携の重要性が示さ
れている。
　産業基盤の形成、すなわち経済的活性化には、２つの方向性がある。一つは、
販売促進を狙ったブランド化、六次産業化や新たな特産品づくり、あるいは自
然や歴史、文化を観光資源化しての誘客などによって外貨を獲得しようとする
もの。もう一つは、食料などの地域内自給率を高めたり地域内での買い物促進
をはかったりといった地域内部の経済循環を促進させようとする取り組みであ
る。
　今回お話をうかがった先は、地域外に向けた観光やイベントに関係している
だけではなく、それぞれが地域内部を向いて活動している。また、それぞれ
「地元」の者、いわゆる「よそ者」、そしてそれら二者を結びつける者として、
異なる立場から地域活動に関わっており、バランスのとれたものとなった。
３　西土佐地区概要
　調査地である高知県四万十市西土佐地区は、日本最後の清流として有名な四
万十川中流部に位置している。かつては西土佐村であったが、2005年に下流
の中村市と合併し、四万十市になった。西土佐地区の人口は、合併時の約3700
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人から2017年には2900人を割り込むまで減少している。また2017年初における
高齢化率は四万十市全体でも33％を超えており、西土佐地区中心部を含む江川
崎（行政区）では38％を超えている２。
　西土佐地区の森林率は90％を超えており、複数の四万十川の支流が流れて
いる。それぞれのわずかな平地に集落を形成しており、各集落間のアクセスは
良くない。また四万十市中心部である中村地区への幹線道路である国道441号
には狭小箇所が多く残されているのに対して、愛媛県宇和島市方面へと続く国
道381号は改修が進んでいる。さらに、新幹線を模した普通列車を運行してい
ることで有名になったJR四国の予土線が宇和島駅から四万十川上流部に向け
て走っている。そのため、中心部の西土佐地区を始めとした多くの集落が、中
村地区よりも隣県の宇和島方面や宿毛方面と仕事や買い物など生活圏としての
つながりが大きいなど、地域振興にあたっては、行政地域単位だけではない連
図１　西土佐地区と四万十川の位置
出所：著者作成
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携が強く求められる地域でもある。
　また、四万十川は1983年のNHK特集をきっかけに「最後の清流」として有
名になった。以降、その河川名自体が人をひきつけている。住民の間でも観光
資源、また地域の誇りとしての「清流・四万十川」は早くから意識されており、
官民の参加する環境保全の取り組みにおいても、カヌーからの目線、水面や河
原から見える風景から人工物をなるべく排するような景観づくりが行われてい
る３。一方で、数多く残る沈下橋や美しい淵などのスポット的な見どころはあ
るものの、それらは川に沿って移動するなかでの景観であり、人を留めること
は難しい。物的な観光資源が限られている中で、カヌーや川遊びといった「体
験」が四万十観光の魅力の一つとなっている。
４　聞き取り結果
　聞き取りの結果は、実習の振り返りも兼ねて、お話をうかがった主体ごとに
整理し、その後、地域づくりあるいは実習活動への気付きを述べる形を取りた
い。
4. 1　四万十市西土佐商工会
　調査実習の取り掛かりとして、四万十市西土佐商工会では、西土佐地区の商
店街やその振興活動、地域観光の取り組みについて広くご説明いただいた。
　西土佐の中心市街地には、飲食店や食料・日用雑貨を扱う店をのぞくと、一
つの分野に一つの店舗しか存在しない状況にある。それでも人口減少によって
売上は減少の一途にある。加えて、もともと大きな買い物は愛媛県の宇和島市
へ出向くことが多かったが、国道の改良によって日用品に関しても愛媛県側の
町に買いに出る人が増加した。
　そうした中で、中心商店街に隣接する場所に強力な集客力を持つ道の駅が
オープンした。後述するが、この道の駅は地元住民の利用を強く意識したもの
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となっており、商店街で扱う商品を極力置かないなどの共存できる対策をとっ
ている。さらに、商店街の中でも特産品や自社商品のブランド化に成功してい
る店舗やお菓子など地域外の人にも魅力的な商品を持つ店舗は、道の駅ととも
に売上を伸ばしている。また商店街では、観光客を含めた集客イベントが複数
行われており、「四万十うまいもの商店街」など代表的なものは、地域外から
の観光客で賑わっている。
　一方で、内需商品を扱う店舗は苦しいところが多いとの説明を受けた。高齢
化が進み今後交通弱者の増加が予想される中、そうした商店の重要性は高まる
ことが予想される。先に述べたように、西土佐地区の集落間のアクセスは極め
て悪く、公共交通もほとんどない。中心部以外では各集落内に個人商店やJA
の購買所が存在していたが、次々に閉鎖した。
　そうした地域では、移動販売が大きな役割を果たしている。市内の５業者ほ
どが四万十川の各支流に沿ってルートを分け合う形で移動販売を行っているの
に加え、愛媛県側からやってくる業者もあるが、空白地帯になっている集落も
ある。また、西土佐中心市街から20キロほど離れている大宮集落では、2006
年、集落内唯一の日用品の購入場所であったJA出張所の廃止に住民運動が起
こり、住民出資による株式会社大宮産業が誕生した。黒字経営を続ける「株式
会社大宮産業」は地域内で必要なものを外部から仕入れているだけではなく、
地産地消の農産品の販売はもちろん、コメなどのブランド化による地産外商
や、地域の福祉サービスなども手がけるなど、地域住民による地域住民のため
の取り組みとして、大きな注目を集めている４。
　また、観光への取り組みについてもお話をうかがった。四万十川観光に関し
ては、水辺でのアクティビティを売りにしているため、どうしても夏シーズン
に観光客が集中してしまい、オフシーズンの観光客減少が著しい。そうした
中、近年増加しているのが、自転車旅行者である。四万十川沿いのサイクリン
グコースとして人気は高く、またしまなみ海道を持つ隣県愛媛県は自転車道の
整備に積極的であるが、そちらからの流入も多い。それに合わせて、サイクリ
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ングイベントの実施や、周辺観光施設とも連携して乗り捨て可能なレンタサイ
クル事業などを行っている。
　また、西土佐地区の江川崎は、2013年に当時日本の歴代最高気温41.0度を記
録した。これを地域活性化に活かそうと大いに盛り上がり、暑さ日本一にちな
んだゆるキャラなどがすばやく作られたほか、地域住民が自主的に観光客向け
の看板を設置するなどの動きが見られた。これらのキャラクターや看板は四万
十川という涼を感じる観光資源とも相まって現在でも人気を博している。
4. 2　道の駅よって西土佐
　2016年４月にオープンした。西土佐地区の四万十川観光客の拠点となって
いるだけではなく、中村方面、北播、愛媛間の交差点に位置しているため、移
動者の立ち寄り利用も多い。またそうした立地を受け、お土産としては愛媛県
産のものも積極的に扱っている。また、多くの道の駅同様、農産物、加工品、
工芸品などの地場産品を域外の人々に販売する産直拠点となっている。
　道の駅よって西土佐の特徴的なところは、地元住民による利用を非常に重視
している点であろう。設立にあたっても、目指す方向性として「地域の人に何
度も利用してもらう道の駅」との言葉が挙げられた。道の駅運営者からは、地
元住民にいかに親しんでもらうか、利用してもらうかという話が繰り返し聞
かれた。そのような考え方は建物にも表れており、一階はよくある直売、飲食
コーナーであるが、二階部は誰もが使えるよう開放されており、観光客のくつ
ろぎのほか、地元住民によるコワーキングスペース的な使い方がなされてい
る。実際のレジ客の内訳は、週末で８割、平日で６割を外来者が占めているも
のの、特に農産物直売コーナーの「みずみずしい市場」では地元住民の利用が
多く、地元住民の台所として機能している。
　道の駅の前身となったのが、2001年に地域内での地産地消を推進しようと
始まった「西土佐ふるさと市」である。料金箱を設置して10数人が自給用の農
産物のあまりを並べるところから始まり、従業員を雇用し約300名の組合員に
現代ビジネス学会「九州国際大学国際・経済論集」第 3号（2019年3月）
― 150 ―
よって農産物だけではなくお弁当、地域加工品などを扱うまでになったが、そ
の売上げの８から９割を地域住民が占めていた。それらの組織、顧客は、その
まま道の駅の直売コーナーに移行し、組合員約300名は株主として出資してお
り、現在の出荷生産者は100人程度である。
　こうした設立経緯や、地元住民や出荷者自身による経営によって、外来客に
よる消費拡大を目指しつつも、地域の側を向いた運営がなされている。
　その上で、地域外部からの視点も取り入れられるよう、外部の組織、支援者
とも連携している。例えば、会議に隣町の四万十町にあり、都市と農村をつな
ぐ様々な取り組みを行っている団体である一般社団法人「いなかパイプ」が、
アドバイザーとして参加しており、彼らの紹介で都市からの就業者を受け入れ
ている。
4. 3　四万十川西部漁業協同組合（鮎市場）
　「道の駅よって西土佐」には、四万十川西部漁業協同組合鮎市場が併設され
ている。四万十川でとれたアユなどの鮮魚や加工品を販売しているだけではな
く、遊漁のための日券、年券の販売、アユの集荷も行っている。
　四万十川は世帯の稼ぎとしての川漁が現在でも行われている数少ない河川の
一つであり、多くが副業として主業を他に持つ者や年金受給者によって営まれ
ている。全体として高齢化が進んでおり、文化、生産両面で持続可能性が懸念
されるが、一部にＩターン者の参入も見られる。聞き取りでは、むしろ西土佐
出身者の若者のほうが漁に関心がなく、その親世代である50代前後も川から
遠ざかっていた者が多い印象があるとの声も聞かれた。そうした高齢化や後述
するテナガエビのように資源の減少によって、四万十川流域の特産品とされて
いる水産品には、すでに安定的供給がなされていないものも発生している。
　漁協では遊漁者からアユなどの持ち込み買い取りを行っているが、それ以外
にも四万十川には多くの観光客が訪れ、釣りや魚とりを楽しむ。シーズンには
漁協関係者が河川の見回りを行い、アユやアマゴなど漁業権対象魚種が狙いの
四万十市西土佐地区における調査実習報告 ―条件不利地域における住民主体の地域づくり―（桒畑恭介）
― 151 ―
釣り客については、日券ないし年券の購入を求めるが、一般観光客が川遊びと
して楽しんでいる分については、寛容に接し、必要に応じて注意点などを説明
しているとのことである。
　また、伝統漁法である火振り漁を、夜の観光資源として売り出している。観
光や交流行事としてではなく純粋な漁としてもともと流域の複数地区で続いて
きたものであり、新たな四万十川観光の目玉として期待されている。
4. 4　四万十・川の駅カヌー館
　四万十・川の駅カヌー館は、川遊びの拠点となるべく作られた施設で、キャ
ンプ場・ログハウスなどを完備しており、空き家を利用した宿泊施設の斡旋な
ど、西土佐観光の中核施設となっている。また指定管理を行っている西土佐四
万十観光社は、カヌーガイドの他、四万十川を利用した各種川遊び体験ツアー
などを実施している。
　キャンプ場である四万十広場やカヌー館の建物は、四万十川が有名になった
後のアウトドアブームにのって1990年前後に相次いで建設された。もともと
西土佐村観光協会の収益事業としてカヌー貸出などを行っていたが、中村地域
との合併を期に任意団体を経て株式会社西土佐四万十観光社が設立され、施設
の指定管理業者となっている。現在従業員やインストラクターとして、地元出
身者を中心にＩターン者を合わせて10名近くが雇用されている。
　四万十川流域にはこうしたカヌーやアウトドア体験を提供する宿泊施設など
が複数存在するが、そうした競合施設とも良好な関係を築いており、統一した
安全管理基準を設けるなどの連携をはかっている。
　カヌー客に関しては、厳冬期を除いて年間を通して一定数訪れており、夏場
のハイシーズン以外に卒業旅行需要で３月にもピークがある。それでも、他の
河川利用のアクティビティも含めて、需要が夏場に集中していたことから、前
述のレンタサイクルやボルダリングの壁の設置、マラソンイベントの実施な
ど、近年アウトドア・スポーツ全般の活動拠点となるべく取り組みを進めてい
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る。
　通常の観光客以外にも、地域内外の小学生向けに体験教室なども行ってい
る。さらに近年では、アジア圏からのインバウンド客が急激に増加している。
言語など受け入れ体制はまだ十分ではなく、指示に時間を要するなどの難しい
対応を迫られている。自然相手のアクティビティであり、ある程度自己責任で
あるとしても、看板等も含めて安全への注意喚起を十分に行っていくことが重
要とのことであった。
　また、後述するが、四万十川は生活に根付いた川であり、漁業者など地元住
民とのトラブルが発生することがある。カヌー館や漁協が地元住民の苦情の受
け止め手となっており、連携をとりながら観光客への指導と漁業者への安慰を
行っている。
4. 5　地産地消推進協議会
　西土佐地区農産物の地産地消の推進を目的に、四万十市の産業建設課、県農
業振興センター、学校・給食関係者、農協、西土佐ふるさと市など関係者の研
究・協議会が行われている。地域内循環そのものを扱った活動であること、ま
たそのような地域づくりが進められている生の現場であるということで、見学
させていただいた。
　年度末であり、会議では主に2017年度の振り返りが行われ、給食での地域
食材利用推進の取り組みのほか、生産者に向けた地域内需要が見込まれる農産
品の栽培講習会などの取り組み状況が報告された。また、地産農産品の販売促
進のため、イベントでの販売・アピール状況や、地産地消だけではなく西土佐
外のイベント等での地産外商活動の報告もなされた。その後、給食に使用する
農産品の購入元や産地の割合等の点検がなされた。また、多くが高齢者による
小規模な農産物生産のため、生産量が不足しており季節的な変動も大きい状況
にある。道の駅への出荷を条件に秋蒔き苗に対する購入補助を設けるなどの対
策を行っているが、利用者は少数に留まっていることが報告された。
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　地産地消に関しては、域内の消費拡大への取り組みに目が行きがちである
が、年金等をもらい農業所得向上にそれほど熱心ではない高齢者が大半である
中山間地域においては、生産者側の供給量をどのように増やしていくのかが重
要な問題であろう。
　最後に学生たちとの意見交換の時間を設けていただいた。給食を中心に地域
内に特定の農産物の需要があるものの、生産までのタイムラグの発生や、天候
等による収量変動など、農産物ならではの供給側の困難さの説明を受けた。
　普段農業と全く接点のない学生たちは、農業の天候や季節による生産の不安
定性、生産から加工までのタイムラグといった性格を新鮮に感じたようであっ
た。
4. 6　地域おこし協力隊
　過疎高齢化が進む地域において地域外の人材を地域づくりに登用することを
目的に、2009年度から総務省によって制度化されたのが、地域おこし協力隊
である。おおむね１年以上３年以下の期間、地方自治体の委嘱を受け、地域に
居住して活動を行うが、その内容は自治体や募集ごとに大きく異なり、通常の
嘱託職員と同様に業務が決められているミッション型と、集落に居住してから
自分のできることを見つけていくことが求められているフリーミッション型の
ものがある。多くは任期中に地域内での生活手段を確立し、任期後も地域にと
どまることが期待されている。
　今回、四万十市で採用されている女性隊員４名との交流の機会を頂いた。
ミッション型の２名と、フリーミッション型の２名である。
　ミッション型の２名それぞれの来歴をうかがったとこころ、それぞれ自身の
経験・スキルと活かせる就業先として協力隊を選択していた。道の駅にてデザ
イナーとして勤務している方は、四万十川流域の観光デザインに大きく関わっ
ている地元デザイン事務所を経て、その延長として勤務しており、また道の駅
内の漁協で勤務している方は、水産学部出身であり、より生産に近い現場での
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仕事を求めた結果の選択とのことだった。ミッション型はそれぞれ明確な日々
の業務があるわけだが、その中で「よそ者」の視点を活かした取り組みを模索
している。
　フリーミッション型の２名は、採用時にある程度の活動プランを表明するこ
とが求められたものの、採用後に改めて担当地域にて現地の状況に合わせた活
動プランを構築する必要があった。また、フリーミッションとは言え若手労働
力として集落の様々な活動への参加が求められてもいる。着任当初は、プラン
どおりに行かないことも多かったが、集落の中で自分の役割を見出して居場所
を獲得し、そして自らの個性を発揮した活動を展開するに至る過程を語ってい
ただいた。
　どちらの型の隊員も、地域から求められている仕事をこなしつつ、地域おこ
し協力隊という「よそ者」に期待されている新たな価値の発見や創造、情報の
発信に尽力されている。その際の地元協力者の存在の大きさについて語られ、
そういった方々なしではプロジェクトが進まないことを強調されていた。
　また、協力隊の任期終了後のプランについてもお伺いしたところ、全員がし
ばらくは西土佐地区にとどまる意思を持っておられた。着任したての隊員もお
られたが、期間終盤の方々からは、地元協力者の方や集落の方との関係が深ま
ることによって、移住の意思が強くなるとともに就業や起業といった移住に向
けた現実的な問題への手がかりが得られてきたとのお話があった。
　外部からやってきた住民という不安定な立場で地域づくりにかかわっている
という意味では、実習に参加していた学生の立ち位置も近いといえよう。地域
づくりにおいてしばしば強調される「よそ者、若者、馬鹿者」の重要性である
が、その活躍の鍵を握っているのはそこで暮らしている地元住民の方々である
という当たり前のことへの気付き、さらに学生とも年齢の近い隊員の方々の進
路の決定過程など、学生にとって考えるべきことも多く、実りのある交流と
なった。
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５　四万十川の観光資源化による住民への影響
　四万十川流域では、稼ぎとしての川漁が行われていること、また全国的なブ
ランドとしての誇りから、地域住民の川が自分たちの共有財産であるとの思い
は非常に大きい。四万十川が生み出す観光資源としての価値は高く、増加する
観光客にあわせて、1995年前後には国や県の旗振りもあって公民が参加する
河川環境と水質保全を目的とする団体や連携の枠組みが相次いでつくられてい
る。それらは清流四万十川を支えてきただけではなく、その連携体制やそれに
よって作られた結束力が、その後の流域の地域づくりの土台として活きてい
る。
　一方で、そうした資源を外部に提供することによって、いくつかの問題も発
生した。
　一つはもともと地産地消してきた天然資源の商品化が進んだことによる枯渇
である。四万十川が産する名物は、川苔、アユ、ウナギ、ゴリなど多いが、中
でもテナガエビの姿揚げは、見栄えと万人受けする味で特に人気が高く、四万
十川の川漁文化を象徴する食となっている。テナガエビは中・下流域の河川に
親しんでいる者にとっては極めて身近な生き物であり、カゴによる本格的な漁
の他、夏季夜間に小型の網を使って掬い取る、簡単な仕掛けで釣るなど家族連
れで楽しまれている地域も多い。しかしながら、聞き取りによると15年前の
2700キロから2017年はわずか10キロとなるなど、近年テナガエビの漁獲量が
極めて少ない状況が続いている。他の特産種と異なり、もともとテナガエビに
は漁業権が設定されておらず、観光や特産品としての需要の高まりに合わせて
乱獲されてきた。漁協では自主的に2017年４月から８月までの禁漁を行って
おり、そうした現場の動きを受け、高知県では2018年９月から翌年３月まで
の７カ月間の禁漁が決定した。これらの動きはローカル・コモンズ５として、
もともと地域内消費を前提に存在してきた流域が、資源の外部に向けた商品化
が進んだことで、その利用の閉鎖性は維持しつつ構成員自らによるルールの書
現代ビジネス学会「九州国際大学国際・経済論集」第 3号（2019年3月）
― 156 ―
き換えが行われている途上にあると理解出来よう。
　また、観光客と地元住民との間でトラブルも発生している。河川という観光
資源は、アミューズメントパークのように住民の生活から切り離された存在で
はない。特に四万十川は地域の誇りとして、あるいは自分たちの財産として、
河川と地域住民のつながりは深い。四万十川は国内ではカヌーの歴史が古く、
地元住民の理解が得られている河川の一つではあるが、他の河川同様、釣り人
や漁業者から不満が聞かれることもある。その際は、ともに地元出身であるカ
ヌー館や漁協の職員が間に入って、地元住民の側を向いて話をすることによっ
て、穏便な解決をはかっている。
　多くの地域で推進されている農村観光であるが、都市部と異なり、地域の観
光資源のほとんどが住民の生活圏域に存在する。あるいは観光資源そのものが
農村での日々生活によって形作られてきたものである。交流人口の増加が推進
され、そのメリットが強調される中、地域住民の生活を切り売りすることに
よって発生する負担部分にも十分に目を向ける必要があろう。
６　おわりに
　日本全体が人口減少社会となるなかで、過疎地域における諸問題およびその
対策は、近未来の日本に予想される先端事例とも言える。北九州市は政令指定
都市の中で、もっとも高齢化が進んでいる地域であり、筆者および学生のホー
ムグランドとなっている八幡東区は、増田ほか（2014）６において消滅可能性
都市とされた。また、傾斜地の住宅街が非常に多く交通弱者が発生しやすい環
境にあり、すでに今回調査対象とした領域においても買い物など共通の問題が
発生している。高齢化の進行にともなって、両地域で近似した課題が頻出する
可能性もある。今後、都市の大学生に向けた都市農村をつなぐアクティビティ
の重要性は高まるであろうし、より深い学びが求められてこよう。
　また、地域活動における新たな担い手として、多様な主体が連携し、協働す
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ることによる新たな公への期待が高まっている７。大学にも地域の知の拠点と
して、地元で活躍する人材の育成、あるいは外部識者へつなぐコーディネー
ターといった様々な役割が求められていよう８。さらに、外部の視点や常識に
とらわれない行動力を持ち合わせている「よそ者、若者、ばか者９」が地域活
性化におけるキーパーソンとして挙げられることも多いが、大学生には、そう
した人材としての活躍が期待できる。
　一方で、地域住民の側からは持続的な活動を求められることも多い。多くの
大学生にとって、地域との関わりは在学中の限られた期間のみとならざるを得
ず、学生発案の企画も一過性のイベント等に偏りがちになってしまっている。
また、大学生が地域づくりに取り組む際には、社会経験の不足もありすぐに信
頼に足る働きを提供できるとは限らない。結果、地域活動に際して労働力とし
ての働きのみを求められる場面も多く、「よそ者、若者、ばか者」視点を十分
に発揮できるような場を確保することは難しい。
　今回の実習では、地元の住民が主役であることを強く認識できた。各活動
が、地域住民の側をむいて企画実行されており、住民の中から内発的に生まれ
たものであった。それら活動の主体は地域外の支援者と密に連携し、地域おこ
し協力隊のような地域の外から来たものが活躍する場を提供しつつも、あくま
でも要となっているのは地元の人材であった。
　こうした地元の方による体制は、学生と地域住民の方々との協働を進めるに
あたって非常に参考になるものであった。これまで学生の地域活動への積極性
を引き出すためにも、地域の方からの学生参加の要請にあたって、極力活動の
企画段階から学生を加えていただけるようお願いをしてきた。同様に、学生発
の地域活動を行う際にも、地域の方の負担に注意を払いながらも、より早い段
階から積極的に地域の方のご助力を願う姿勢も必要になろう。
　実習の目的は都市部で活動する大学生に条件不利地域での学びの場を提供す
ることであり、学生たちが都市と農村の比較しながら考えること、さらに条件
不利地域で行われている活動を知り、自分たちの活動する地域の将来を考える
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手がかりとすることを期待した活動であった。
　今回の調査実習では、学生は多くの驚きや刺激を受け、地域活動への意欲が
高まったとの感想を述べていたが、広範な内容であったこともあり、学生が一
つ一つの問題を深く考えるところまでには至らなかった。より効果的な実習と
するためには、より早い段階から継続的に学ぶ機会を設けねばなるまい。
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【注】
１　農林水産省ウェブサイト
　(http://www.maff.go.jp/j/nousin/seibi/sogo/s_seibi/), 2018.12.20 確認
２　四万十市「平成29年行政地区年齢別データ」．四万十市ウェブサイト
　(http://www.city.shimanto.lg.jp/toukei3w/TOS01100.php?year=2017), 2018.12.20確認
３　四万十市（2018）「四万十川景観計画」では、河川に沿った道路、鉄道までの区域を清
流・水辺・生き物回廊地区、河川に近い山の稜線までを景観保全・森林等資源活用地区と
定め、看板の設置や植林にいたるまで景観に変更を与える様々な行為について制限してい
る。四万十市ウェブサイト
　(http://www.city.shimanto.lg.jp/gyosei/plan/river-keikan/file/river-keikan_all.pdf), 
2018.12.20 確認
４　竹葉傳（2015）．「みんなでつくった株式会社『大宮産業』 ～高知県四万十市西土佐大宮地
区の事例～」，資源エネルギー庁第１回「SS過疎地対策協議会」配布資料．資源エネルギー
庁ウェブサイト
　(http://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/distribution/sskasochi/001/
pdf/001_007.pdf )，2018.12.20確認
５　井上・宮内（2001）によるとコモンズは「管理・利用が共同で行われる際の、自然資源の
共同管理制度、および共同管理の対象である資源そのもの」と定義されている。
６　日本創成会議の人口減少問題分科会（増田寛也座長）による。
７　例えば、国土交通省では2008年頃から地域振興の文脈において、「多様な主体による協
働」を進めるとしている。国土交通省ウェブサイト
　(http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/kokudoseisaku_chisei_tk_000061.html)，
2018.12.20 確認
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８　文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」が実施中である。文部科学省
ウェブサイト
　(http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/)，2018.12.20確認
９　例えば島根県海士町の元町長である山内道雄（2007）は「若者、馬鹿者、よそ者がいれ
ば、町は動く」と述べている。
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